
富山県在籍型出向支援補助金交付要綱 

（通則） 

第１条 富山県在籍型出向支援補助金（以下「補助金」という。）の交付については、富山県補

助金等交付規則（昭和 37年富山県規則第 10号。以下「規則」という。）第 21条の規定にす

るもののほか、この要綱の定めるところによる。 

２ 知事は、雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第 62条第１項第１号の規定並びに雇用保

険法施行規則（昭和 50年労働省令第３号）第 102 条の２及び附則第 15条の４の５の規定に

基づく産業雇用安定助成金（以下「助成金」という。）の雇用維持支援コース又はスキルアッ

プ支援コースの支給決定を受け、在籍型出向により労働者の雇用の維持又はスキルアップを

図る事業主に対し、予算の範囲内において、補助金を交付する。 

 

（補助対象事業者） 

第２条 この要綱において補助対象事業者は、助成金の支給決定を富山労働局等から受けた事

業主のうち、出向者に対して賃金を支給・補填した富山県内の雇用保険適用事業所であり、

かつ、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

 (1) 出向者に係る助成金の支給決定通知書及び賃金の支払状況等を明らかにする書類（労働

者名簿、賃金台帳、出勤簿等）を適切に整備し、保管している事業主であること。 

(2) 労働基準法（昭和 22年法律第 49号）等の労働関係法令を遵守している事業主であるこ

と。 

(3) 補助金（雇用維持支援コース）の申請を行う事業主は、令和５年４月１日より前に

「産業雇用安定助成金（雇用維持支援コース）出向実施計画(変更)届（出向元事業主）」

又は「産業雇用安定助成金（雇用維持支援コース）出向実施計画(変更)届（出向先事業

主）」を富山労働局等に提出し、受理されていること。 

(4) 補助金（スキルアップ支援コース）の申請を行う事業主は、令和５年４月１日以降に

「補助金（スキルアップ支援コース）出向実施計画(変更)届」を富山労働局等に提出

し、受理されていること。 

 

 （補助金不支給要件） 

第３条 次の各号のいずれかに該当する事業主に対しては、補助金を支給しない。 

(1) 国又は地方公共団体の各種助成金等において、過去３年以内に不正受給（偽りその他

不正の行為により、本来受けることのできない助成金の交付を受け、又は受けようとす

ること。）をした事業主でないこと。 

 (2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定す

る接待飲食等営業（料亭を除く。）及び性風俗関連特殊営業又はこれらの営業を受託し

て営業を行う事業主でないこと。 

(3) 国、県または市町村が出資による権利を有する事業主でないこと。 

(4) 役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号。 



以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」 

という。）であると認められる事業主でないこと。 

(5) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力 

団員が経営に実質的に関与していると認められる事業主でないこと。 

(6) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加 

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる事業主でな 

いこと。 

(7) 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直 

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

事業主でないこと。 

 (8）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

事業主でないこと。 

（9）県税の滞納その他の県に対する債務不履行がある等補助金の交付が適当でないと認め

られる事業主でないこと。 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助対象経費は、令和５年４月１日から令和６年２月 28 日までに支給決定を受けた

助成金に係る経費とする。 

２ 補助金（雇用維持支援コース）の額は、助成金の支給決定において算定された出向運営経

費（賃金）に 10分の１を乗じることにより得た額とする。 

   ただし、出向者１人１日あたりの補助上限額は 1,500円を上限とする。 

３ 補助金（スキルアップ支援コース）の額は、助成金の支給決定額に 10 分の１を乗じること

により得た額とする。 

   ただし、出向者１人１日あたりの補助上限額は 1,500円を上限とする。 

４ 補助金の額に 10円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 

 

（補助金の交付申請等の手続き） 

第５条 補助金の交付を受けようとする事業者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申請

書（様式第１号）を令和６年３月８日までに、県に提出するものとする。 

２ 前項の補助金交付申請書に添付する書類は次のとおりとする。 

 (1)雇用維持支援コース 

 ア 雇用維持支援コース申請総括表（様式第１号(1)）及び補助金額算定調書（様式第１号(2)） 

 イ 助成金の支給決定通知書の写し（支給決定通知書に添付されていた支給対象者別支給 

  額算定調書（共通）を含む。） 

 ウ その他知事が必要と認める書類 

 (2)スキルアップ支援コース 

  ア スキルアップ支援コース申請総括表（様式第２号） 



  イ 助成金の支給決定通知書の写し 

  ウ 助成金の対象労働者別支給額算定調書の写し 

 エ その他知事が必要と認める書類 

３ 前項第 1 号の規定にかかわらず、助成金の支給決定を富山県外の労働局から受けた場合

は、補助金交付申請書に添付する書類は次のとおりとする。 

(1) 雇用維持支援コース申請総括表（様式第１号(1)）及び補助金額算定調書（様式第１号(2)） 

(2) 助成金の支給決定通知書の写し（支給決定通知書に支給対象者別支給額算定調書（共通）

が添付されていた場合は、その写し。） 

(3) 助成金の支給決定通知書に支給対象者別支給額算定調書（共通）が添付されていない場

合は以下に掲げる労働局へ提出した助成金の申請書類の写し 

①出向元事業所賃金補填・負担額等調書 

②出向先事業所賃金補填・負担額等調書 

③支給対象者別支給額算定調書（共通） 

(4) その他知事が必要と認める書類 

４ 県は、補助金交付申請書を受理した場合において、審査により、補助金を交付することが

適当と認めるときは、補助金の交付を決定するとともに、申請者に交付決定通知書によりそ

の旨を通知するものとする。 

５ 県は、補助金交付申請書を受理した場合において、審査により、補助金を交付することが

不適当と認めるときは、理由を付して、書面により申請者に通知するものとする。 

６ 県は、補助金の交付目的を達成するため必要と認める場合には、必要な条件を付するもの

とする。 

 

（指示及び検査） 

第６条 県は、補助金の交付決定を受けた者に対し、必要な指示をし、又は書類、帳簿等の検

査を行うことができる。 

 

（交付決定の取消し） 

第７条 県は次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、規則第 15 条の規定により補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1)偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

(2)第５条第６項の規定により知事が付した条件に違反したとき、又は前条の知事の指示に

従わなかったとき。 

 

（補助金の返還） 

第８条 県は補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されていると

きは、規則第 16条第 1項の規定により、期限を定めてその返還を求めるものとする。 

 



 

（帳簿の備付等） 

第９条 補助金の交付を受けた事業主は、補助金の収支に関する帳簿及び関係書類について支

給を受けた日の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。 

 

（その他） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 附 則 

この要綱は、令和３年９月 10日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

      附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 

      附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 

 

  



様式第１号（第５条関係） 

 

                                   年 月 日 

 

  富山県知事        殿 

 

                       住 所（事務所の所在地） 

             事業所（名称及び代表者名）              

                          

令和 年度富山県在籍型出向支援補助金（出向元）交付申請書兼実績報告書 

   （雇用維持支援コース） 

 

 

富山県在籍型出向支援補助金（出向元）の交付を受けたいので、金          円を

交付されるよう富山県補助金等交付規則第３条の規定により次の関係書類を添えて申請し

ます。 

 

 

 

 

  関係書類 

【県様式】 

１ 富山県在籍型出向支援補助金(雇用維持支援コース) 

    申請総括表（様式第１号（１）） 

２ 補助金額算定調書（様式第１号（２）） 

【助成金に係る提出書類（写）】 

３ 助成金の支給決定通知書の写し（支給決定通知書に添付されていた支給対象者

別支給額算定調書（共通）を含む。） 

  ※支給決定通知書に支給対象者別支給額算定調書（共通）が添付されていない

場合は以下の書類を添付。（第４条第３項第３号に規定する資料） 

    ①出向元事業所賃金補填・負担額等調書 

    ②出向先事業所賃金補填・負担額調書 

    ③支給対象者別支給額算定調書（共通） 

４ その他知事が必要と認める書類 

 

 

 



 

 

様式第１号（第５条関係） 

                                

                                   年 月 日 

 

  富山県知事        殿 

 

                       住 所（事務所の所在地） 

             事業所（名称及び代表者名）              

                          

令和 年度富山県在籍型出向支援補助金（出向先）交付申請書兼実績報告書 

   （雇用維持支援コース） 

 

 

富山県在籍型出向支援補助金（出向先）の交付を受けたいので、金          円を

交付されるよう富山県補助金等交付規則第３条の規定により次の関係書類を添えて申請し

ます。 

 

 

 

 

  関係書類 

【県様式】 

１ 雇用維持支援コース申請総括表（様式第１号（１）） 

２ 補助金額算定調書（様式第１号（２）） 

【助成金に係る提出書類（写）】 

３ 助成金の支給決定通知書の写し（支給決定通知書に添付されていた支給対象者

別支給額算定調書（共通）を含む。） 

 ※支給決定通知書に支給対象者別支給額算定調書（共通）が添付されていない場

合は以下の書類を添付。（第４条第３項第３号に規定する資料） 

    ①出向元事業所賃金補填・負担額等調書 

    ②出向先事業所賃金補填・負担額調書 

    ③支給対象者別支給額算定調書（共通） 

４ その他知事が必要と認める書類 

 

 



様式第１号（１）（第５条関係）

【出向元事業主申請欄】
（１）名称 （２）所在地　〒

℡番号
（３）事務担当者　職氏名

人 円

【出向先事業主申請欄】
（１）名称 （２）所在地　〒

℡番号
（３）事務担当者　職氏名

人 円

(2) 補助金交付申請額

金 円

金 円

(3) 誓約事項

上記誓約事項の内容に同意します。（誓約事項を確認し、チェックしてください。）□

①出向元事業所交付
申請額(補助対象額×

富山県在籍型出向支援補助金の申請にあたり、次のとおり誓約します。

●交付要件を満たしています。なお、申請内容に虚偽が判明した場合は、補助金の返
還等に応じます。

●富山県から検査、報告、是正のための措置の求めがあった場合は、県が富山労働局
から産業雇用安定助成金の申請及び交付状況に係る申請者の個人情報の提供を受ける
ことに応じます。

●法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代表者、その
他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあってはその者及び
支配人並びに支店又は営業所を代表する者（以下「役員等」という。）が暴力団員
（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「暴対
法」という。）第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当しませ
ん。また、役員等が暴力団（暴対法第2条第2号に規定する暴力団をいう。）又は暴力
団員と社会的に非難されるべき関係を有する者ではありません。

②出向先事業所交付
申請額(補助対象額×
1/10)

●富山県から検査、報告、是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。

富山県在籍型出向支援補助金申請総括表（雇用維持支援コース）

（５）出向元補助対象額

フ　　リ　 ガ　  ナ

口　座　名　義

①
出
向
元
事
業
所

（４）支給申請に係
る出向労働者数

預　金　種　類
※普通・当座の別

口座番号

店　番
※２

※ゆうちょ銀行の場合

（４）支給申請に係

る出向労働者数

（５）出向先補助対象額

本店・支店・出張所

本所・支所

銀行・金庫・組合

農協・漁協

銀行・金庫・組合
農協・漁協

申請に係る産業雇用安定助成金（雇用維持支援コー

ス）出向実施計画(変更)届の提出日※ 　年　月　日
※添付資料

出向実施計画（変更）届（様式第1号又

は様式2号）

フ　　リ　 ガ　  ナ

口　座　名　義

②
出
向
先
事
業
所

本店・支店・出張所
本所・支所

店　番
※２

※ゆうちょ銀行の場合 預　金　種　類
※普通・当座の別

口座番号
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)
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②
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間
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～
　
　
）

③
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対
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期

（
　
　
～
　
　
）

④
当
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）

⑤
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象
額
(
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)

⑦
助
成
対
象
額
計

(
d
)
=
(
b
+
c
)

⑧
1
日
あ
た
り
の
賃

金
部
分
対
象
額
(
e
)

=
(
d
)
/
(
a
)

⑩
出
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b
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d
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様式第１号（第５条関係） 

 

                                   

                                   年 月 日 

 

  富山県知事        殿 

 

                       住 所（事務所の所在地） 

             事業所（名称及び代表者名）              

                          

     令和 年度富山県在籍型出向支援補助金交付申請書兼実績報告書 

    （スキルアップ支援コース） 

 

 

富山県在籍型出向支援補助金の交付を受けたいので、金          円を交付される

よう富山県補助金等交付規則第３条の規定により次の関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

 

  関係書類 

【県様式】 

１ スキルアップ支援コース申請総括表書（様式第２号） 

【助成金に係る提出書類（写）】 

２ 助成金の支給決定通知書の写し 

３  助成金の対象労働者別支給額算定調書の写し 

４ その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第５条関係）

(1)申請者情報

（１）名称 （２）所在地　〒

℡番号

人

(2) 補助金交付申請額

①産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）支給額

× ＝Ａ 円

②補助上限額

日× ＝Ｂ 円

③ 補助金交付申請額

金 円

(3) 誓約事項

上記誓約事項の内容に同意します。（誓約事項を確認し、チェックしてください。）

※ 産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）
様式第5号　対象労働者別支給額算定調書(3)　４のロ参照

（３）事務担当者　職　氏名 （４）支給申請に係る出向労働者数

1,500円

支給決定額

（助成金の支給決定通

知書の助成の額）
1/10

フ　　リ　 ガ　  ナ

口　座　名　義

□

産業雇用安定助成金
（スキルアップ支援コース）

Ａ、Ｂのいずれか低い額

1日当たりの補助上限額
支給対象期間における

実労働日数※

富山県在籍型出向支援補助金の申請にあたり、次のとおり誓約します。

●交付要件を満たしています。なお、申請内容に虚偽が判明した場合は、補助金の返還
等に応じます。

●富山県から検査、報告、是正のための措置の求めがあった場合は、県が富山労働局か
ら産業雇用安定助成金の申請及び交付状況に係る申請者の個人情報の提供を受けること
に応じます。

●富山県から検査、報告、是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。

●法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代表者、その他
の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあってはその者及び支配
人並びに支店又は営業所を代表する者（以下「役員等」という。）が暴力団員（暴力団
員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「暴対法」とい
う。）第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当しません。また、役
員等が暴力団（暴対法第2条第2号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員と社会的に
非難されるべき関係を有する者ではありません。

富山県在籍型出向支援補助金申請総括表（スキルアップ支援コース）

(1) 銀行・金庫・組合

農協・漁協

本店・支店・出張所

本所・支所

店　番
※２

※ゆうちょ銀行の場合 預　金　種　類
※普通・当座の別

口座番号

 

 

 


